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研究成果の概要（和文）：持続可能な社会への移行に必要な、エネルギー、農業・食料、健康・医療分野のガバナンス
改革とそれを可能にする手法としての政策プロセスマネジメントを、移行ガバナンスという観点から検討した。事例研
究では、諸分野の要素間の相互連関にも着目し、日本国内を主たる対象とするとともに、整合性が求められる国際的枠
組みについても対象とした。また、移行ガバナンスにおけるコミュニケーションや法の役割にも焦点を当てるとともに
、政策プロセスマネジメントを支援する実践的制度・手法である、問題構造化手法、ステークホルダー分析手法、テク
ノロジーアセスメント制度などについての実験的実施・評価を試みた。

研究成果の概要（英文）：Transition to the sustainable society requires governance reforms in the various p
olicy fields such as energy, agriculture and food and health care. This project, with the transition gover
nance perspective, explored the way of policy process management which enabled these reforms. We focused o
n the inter-relations between various factors in different policy areas through the case studies of domest
ic as well as international policy issues which require consistent arrangements with the former. The roles
 of laws and communication schemes in transition governance were also examined. Practical and institutiona
l instruments such as problem structuring, stakeholder analysis and technology assessment, all of which we
re expected to support policy process management were experimentally implemented and then evaluated.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 持続性のある社会とは何か、そのような社
会に移行するにはどのようにすれば良いの
かといった実践的な検討の基礎となる、理論
的研究が積み重ねられつつある。持続性の確
保には、単に環境保全のみを求めるわけでは
ない。持続性は多義的であり、医療サービス
といった社会サービスの持続的提供、あるい
は、あらゆるサービス提供の基礎となる資金
の金融・財政メカニズムを通した持続的提供
も重要になる。また、持続性確保の名の下で
多様な政策目的が主張され、諸分野の要素間
の相互連関が生じるとともに、これらの政策
目的相互がトレード・オフの関係になること
も多い。そのため、持続性確保に向けたガバ
ナンス改革のプロセスは、このような政策目
的間関係の再編成のプロセスとなり、こうし
たプロセスの解明が求められる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、このような持続可能な社会へ
の移行について、各分野のガバナンス改革と
それを可能にする制度・手法としての政策プ
ロセス・マネジメントという観点から、各分
野の事例研究を積み重ねるとともに、政策プ
ロセス・マネジメントの分析枠組みの構築と
実践的制度・手法の実験・評価を試みる。 
(1) 事例研究 
 エネルギー、食料・農業、健康・医療とい
う各分野のガバナンス改革に際して、持続性
確保の名の下にどのような政策目的間の連
関が見られるのか、国内外の事例研究を行う。 
(2) 分析枠組みの構築 
 関係主体間で政策目的の対立競合があり
得る中で、いかにして関係者間で社会意思決
定をしていくのかという政策プロセス・マネ
ジメントの観点から、事例分析を踏まえ、ガ
バナンスの変化のメカニズムとしてのメタ
ガバナンスの分析枠組みを構築する。 
(3) 実践的手法の評価 
 実践的に課題設定を支援する制度・手法で
ある、問題構造化手法、ステークホルダー分
析手法、テクノロジーアセスメント制度を、
各分野で包括的に施行することを通して、こ
れらが政策プロセス・マネジメントに果たし
うる役割を評価する。 
 
３．研究の方法 
(1) 事例研究 
 政策分野ごとに、包括的な文献調査を踏ま
えた上で、システマティックに関係主体を幅
広く探索し、インタビュー調査を行うことを
通して、主要な関係主体の特定と各々が追及
する政策目的の全体像の把握、また、これら
の政策目的間の相互関係とそれらが議論さ
れる公式・非公式な場の把握を行った。 
 エネルギーに関しては、スマートグリッド
及び次世代自動車導入を、農業・食料に関し
ては、農商工連携を、健康・医療に関しては、
介護・医療連携、再生医療の産業化を取り上

げた。また、国際的事例については、医療分
野や食品安全分野におけるハーモナイゼー
ション（国際的協調化）、開発援助における
水セクター改革を取り上げた。 
(2) 分析枠組みの構築 
 持続性確保に向けたガバナンス変化のメ
カニズムとしてのメタガバナンスの分析枠
組みの構築に際しては、民主制とガバナンス
の関係、移行プロセスにおける法の役割、社
会実験や学習のメカニズム、不確実性の下に
おけるフレーミングの役割、オランダにおけ
る移行管理研究等を参照した。 
(3) 実践的手法の評価 
 実践的手法・制度として、ステークホルダ
ー分析、問題構造化手法、テクノロジーアセ
スメントを取り上げ、地域交通計画、環境技
術導入政策、地域医療連携等の具体的事例に
関して、これらの包括的な実験的実施・評価
を試みた。 
 
４．研究成果 
(1) 事例研究 
 事例研究を通して、持続性確保に向けた移
行プロセスの分析に関する基本的課題とし
て以下の点が明らかになった。 
① 国内的事例 
 農商工連携の事例では、総選挙での与党の
大敗という政治的機会を活かして、地域活性
化、地方再生といったフレーミングを用いる
ことで、従来とは異なる形での、農業と商工
業の連携が試みられた。 
 また、阿蘇における草原保全の事例では、
従来の草原保全・生態系保存と畜産政策との
事実上の連携が困難になっていく中で、水源
保全といったフレーミングの下で NPO 等を
介した都市住民との連携が試みられている
ことが明らかになった。 
次世代自動車の事例では、エネルギー政策
と住宅政策の連携が試みられた。その際、当
初はスマートグリッド、東日本大震災後は防
災というフレーミングが重視された。震災後
における電気自動車の防災用途としてのフ
レーミングの強化は、個人蓄電という新たな
ビジネスモデルを示す意図せざる効果だっ
たともいえるが、震災による既存システムの
揺らぎの結果、より近視眼的な新たなロック
インを引き起こしたともいえる。 
再生医療の事例では、再生医療という従来
の医薬品、医療機器、医療の手技のいずれと
も異なる技術の登場によって、医師、企業、
研究者、市民・患者の間にどのような連携の
可能性が生まれているのかを、各ステークホ
ルダーにとっての再生医療の含意を整理す
るステークホルダー分析によって明らかに
した。また、再生医療が市民、研究者、医療
従事者等様々なステークホルダーにとって
持つ含意についても、参加型テクノロジーア
セスメント手法によって明らかにした。 
介護保険の事例では、介護保険制度を焦点
として、高齢者福祉政策、高齢者医療政策、



分権化政策、住宅政策の相互関係の経緯が分
析された。これらの諸政策間の連携が試みら
れるプロセスでは、地域化というフレーミン
グが共通項として重視された。 
② 国際的事例 
 カンボジアの水セクター改革の事例では、
国内的には、プノンペン水道公社が、各政府
機関との連携ではなく、これらから自律性を
確保した上で、組織内部の改革と能力育成を
進め、水セクター改革を進めていったプロセ
スが分析された。ただし、この段階でも日本
の JICAを含む各ドナーとの国際的連携は重
要であった。また、今後、この水セクター改
革の成果をカンボジア国内に広めていくた
めには、関係政府機関や地方自治体との連携
も不可欠であることが明らかになった。 
 国際的な食品安全に関する事例では、アメ
リカが、国際食品安全基準策定を管轄するコ
ーデックス委員会やWTOといった貿易組織
と連携しつつ、新規技術の国際的導入を試み
るが、困難に遭遇するプロセスが分析された。
そして、そのような状況下での、コーデック
ス自体の透明化と正当性確保のためのガバ
ナンス改革の試みや、アメリカと EUの間で
の二国間交渉の利用が分析された。 
 医薬品と医療機器に関するハーモナイゼ
ーションに関する事例では、技術革新に対応
するために、医薬品・医療機器産業界や規制
当局がハーモナイゼーションを活用するプ
ロセスが分析された。ただし、医薬品と医療
機器では、産業構造の差異のため、ハーモナ
イゼーションへの制度的対応は異なる。また、
再生医療等の新たな技術も登場する中で、産
業界と規制当局だけではなく、医師や患者・
市民といった新たなステークホルダーを含
むプロセスも求められていた。 
③ 移行プロセスの理論的側面 
 メカガバナンス、すなわち、決め方の決め
方について焦点を当て、メタガバナンスにお
ける民主的正当性やアカウンタビリティの
必要性を強調しながら、移行と民主制との関
係について検討を行った。移行プロセスにお
いては、フロントランナーを選択した上での
移行アリーナの設定に見られるように、プロ
セスのアカウンタビリティが求められる局
面も多いことが明らかになった。 
 また、移行と法の関係については、法には
安定化を志向する中で、移行を制約する側面
があるが、同時に、法には移行を促進する側
面もあることが指摘された。このような移行
の促進は、法システム自体の内部における多
元性や内部における諸原理間での緊張の存
在、特区といった制度的仕掛けや、個別的事
例に限定した司法判断による法的紛争解決
によって可能となることが明らかになった。 
 
(2) 移行ガバナンスの分析枠組みの構築 
 事例研究からは、持続性確保に向けた移行
のプロセスは必ずしも一元的に管理できる
ものではなく、一定の制度的枠組みの下での

相互作用として実現するものであることが
明らかになったため、メタガバナンスの視点
から、移行ガバナンスという対象設定を行い、
その分析枠組みを以下のように構築した。 
① 移行プロセス 
移行とは、既存の構造・制度・文化・実践
が破壊され、新たな構造・制度・文化・実践
が確立される変化のプロセスである。持続性
の確保への変化は、各分野で独立に起こるだ
けではなく、各分野の変化が相互に影響を及
ぼしつつ進む。このプロセスには、段階性と
重層性があり、移行は長い時間をかけてもた
らされる。 
第一に、移行プロセスには、問題構造化段
階（発展前段階）、イメージ形成段階（離陸
段階）、アクター動員段階（加速段階）、モニ
タリング・評価・学習段階（安定段階）があ
る。また、一定の段階で、特定の問題定義や
政策選択肢・技術選択肢を選ぶこととなり、
一定の価値判断やアクターの選別が行われ
る。このような段階を経て、水平展開、新た
な固定化のための制度化が進む。 
第二に、移行プロセスは、マイクロレベル、
メゾレベル、ランドスケープレベルといった
異なるレベルにおける複数の変化の相互作
用によってもたらされる。 
また、移行プロセスにおいては、通常のル
ーティーンの政策形成の場とは異なる、移行
アリーナが重要になる。移行アリーナは、通
常の政策形成の場とは異なり非公式的性格
を持つが、保護された空間あるいはニッチと
なり、その中で代替ビジョンやアジェンダ、
および行動が発展・出現し、協力し、議論し、
そして競争する。 
② 移行ガバナンスのダイナミズム 
移行プロセスをメタレベルで捉える移行
ガバナンスの分析の焦点として、同床異夢と
政策判断のダイナミズムが挙げられる。 
多様なフロントランナーが集い、多様な選
択肢を検討する発展前段階の移行アリーナ
においては、一定のビジョンの共有が図られ
ることがある。しかし、政治的意思決定にお
いては、全ての主体が同一の価値・ビジョン
に合意する必要は必ずしもない。移行ガバナ
ンスにおいては、多様な次元における様々な
主体が、基本的な観点や利害関心に関しては
差異を維持したまま、一定の共通オプション
を支持することもある。例えば、温暖化対策
が緊要な課題であるという主体もいれば、エ
ネルギー安全保障の確保の方が重要である
という主体もいる中で、バイオマス・エネル
ギー技術や原子力技術が共通の立場として
選択されることもある。持続性確保に関して
も、地球環境の持続性を確保するのか、エネ
ルギー供給の持続性（エネルギー安全保障）
を確保するのか、市民の保健・衛生の持続性
（人間の安全保障）を確保するのか、あるい
は経済的持続性を確保するのか、様々な次元
があり得る。移行ガバナンスにおいては、こ
うした同床異夢も大きな役割を果たしてい



る。 
一方で、プロジェクトの実施・普及を図る
加速段階では、トレード・オフの中での政策
選択を強いられることもありうる。誰の如何
なる利害関心を切るべきではないのか、誰の
如何なる利害関心は切り捨ててもいいのか
という判断が求められることになる。この判
断には、様々な主体の利害の性格を見極め、
しかるべき対応を行うことが必要になる。そ
の際、最終的には、人権等を含めた基本的権
利という概念がものをいうことにもなりう
る。なるべくこのようなトレード・オフの判
断を避け、判断に伴う政治的コストを下げる
ために、ウィン・ウィンを可能にする手段と
して、しばしば技術革新が注目される。しか
し、技術革新の背後にも、副次的な便益や潜
在的なリスクが隠されている場合が多いの
であり、一定の切り捨てを伴う政治的判断を
回避することは必ずしもできない。移行ガバ
ナンスにおいては、自然という物理的制約条
件との関連の下で政治における価値の問題
が再浮上するといえる。 
③ 移行ガバナンスの課題 
 移行ガバナンスには、以下のような課題も
指摘されうる。 
問題が表現される方法・枠組を「フレーム」
と呼び、フレームが異なることによって主体
の判断や選択が導かれることを「フレーミン
グ効果」と呼ぶが、不確実性が不可避な中で
の課題のフレーミングは、利害関係者の範囲
を規定するとともに、それらの利害関係者の
反応にも影響を与える。利害関係者のフレー
ミングによって、一定の技術・政策オプショ
ンがいかなる社会的価値に貢献するのかの
認識にも違いが生じてくる。また、フレーミ
ングは、問題間のつながりの認識にも影響を
与える。そのため、バランスのとれたフレー
ミングとは何かということがより実践的に
探られる必要がある。 
また、移行ガバナンスは一般的に、トップ
ダウンのグランドデザインにより事前に行
先を決める方式と、移行プロセスの中で行先
をボトムアップに微修正しながら決めてい
く漸進的対応の、混合形態であるが、移行先
の設定をどの時点で行うのかという課題も
ある。 
さらに、移行の結果、技術や制度がより望
ましくない状態にロックインされる可能性
もある。 
 

(3) 実践的手法の評価 
移行ガバナンスにおいて同床異夢を実現
するために、まず、各ステークホルダーがど
のような視角や利害関心を持っているのか
を明らかにすることが前提になる。ステーク
ホルダー分析はそのための手法の１つとな
る。また、ステークホルダーの問題構造認知
図の比較を行うことで、各ステークホルダー
の視角や利害関心を立体的に可視化する方
法として、問題構造化分析手法を、さらに、

技術という対象に限定して、様々なステーク
ホルダーに対する社会的影響を可視化する
方法として、テクノロジーアセスメントを位
置づけることができる。 
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